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第 1 章 新制九州大学の発足 

 
 
第 1 節 戦後高等教育の改革 
 
（1）戦後の教育改革 
 
戦後高等教育の改革 

1946（昭和 21）3 月、第 1 次米国教育使節団が来日し、30 日間にわたっ

て日本の教育について調査研究を行い、全 6 章 2 万語からなる報告書を提出

して帰国した。この第 1 次米国教育使節団の報告書は、占領下の教育改革に

関する方針をもっとも総合的かつ明確な形で提示したものであり、戦前の超

国家主義的・軍国主義的教育を払拭し、戦後の民主主義的教育を進めるうえ

で大きな影響を与えた。 

 同年 8 月 10 日、「教育刷新委員会官制」（勅令第 273 号）が公布され、「教

育に関する重要事項の調査審議を行う」ため、内閣総理大臣の所轄機関とし

て教育刷新委員会が設置された。この委員会は、使節団に協力するために設

置された「日本教育家ノ委員会」がそのまま改編されて発足したものであり、

学校制度全般の改革についてはもちろん、大学制度、大学院制度、学位制度、

短期大学制度、大学管理運営制度等の広範な諸問題について論議し、さらに

新制大学設置計画についても調査審議した。この教育刷新委員会は、1949

年 6 月 1 日、教育刷新審議会と改称され、1952 年 6 月 6 日、中央教育審議

会の設置によって廃止された。 

 1946 年 12 月 27 日、教育刷新委員会は、教育基本法の制定、学校制度、

私学、教育行政等の案件を網羅した第 1 回の建議を行った。この建議の「学

制に関すること」では、3 年制義務教育機関としての新制中学の設置、中学
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校に続く教育機関としての 3 年制

高等学校の設置など、いわゆる

6・3・3 制の学校体系を明確に提

言していたが、高等教育、大学制

度については、その第 3 項「高等

学校に続く教育機関について」に

おいて、「1 高等学校に続く学校

は、四年の大学を原則とすること。

但し、大学は三年又は五年として

もよい。2 大学には研究科又は

研究所を設けることができるこ

と。この研究科又は研究所は、大学を卒業して後特に学問の研究をなす者を

収容するものとすること」とし、さらに第 4 項「教員養成について」におい

て、「教員の養成は、総合大学及び単科大学において、教育学科を置いてこれ

を行なうこと」としていた。 

 

教育基本法・学校教育法の制定 

 1946（昭和 21）年 10 月 7 日、新憲法が国会で可決成立し、11 月 3 日に

公布された。翌 1947（昭和 22）年 3 月 31 日、この憲法の精神にのっとっ

て「教育基本法」（法律第 25 号）と「学校教育法」（法律第 26 号）が公布さ

れ、4 月から新学制が実施された。教育基本法は、日本の教育の基本原則を

定めたものであり、教育勅語にかわる民主主義教育の宣言として制定された

ものであった。 

 この教育基本法は、教育の目的について、「教育は、人格の完成をめざし、

平和的な国家及び社会の形成者として、真理と正義を愛し、個人の価値をた

つとび、勤労と責任を重んじ、自主的精神に充ちた心身ともに健康な国民の

育成を期して行わなければならない」（第 1 条）と述べ、学校教育法は、大

 
図 6-1 終戦直後の医学部正門 
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学の目的として、「大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、

深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させるこ

とを目的とする」（第 52 条）と規定していた。戦前の大学が、「大学ハ国家

ニ須要ナル学術ノ理論及応用ヲ教授シ並ニ其ノ蘊奥ヲ攻究スルヲ以テ目的ト

シ兼テ人格ノ陶冶及国家思想ノ涵養ニ留意スヘキモノトス」（大学令第 1 条）

と規定されて、国家のための大学とされていたのに対し、新制大学はよき市

民を育てるための大学へと変わったのである。 

 
（2）大学設置基準の制定 
 
大学基準と大学設置委員会 

 大学の設置認可は、従来文部省によって基準が作られ、その内規に照らし

て認可が行われてきたが、新しい大学制度の実施に際して、この内規を根本

的に改めなければならなくなった。このため文部省は、1946（昭和 21）年

11 月に東京都下の国公私立 10 大学の総長を委員とする大学設立基準設定に

関する協議会（のちに大学設置基準設定協議会と改称）を設けて、内規の改

正に着手した。この委員会は、一応の原案として大学設立基準に関する要項

（案）をまとめたが、この原案は大綱に関するものだけであったため、これ

を全国の国公私立各大学に送り、各大学の意見を聴いたうえで大学設立基準

の細部を決定することになった。 

 1947年 5月 12・13日の両日に開かれた大学設立基準設定連合協議会では、

大学設立基準設定連合協議会は文部省から独立して、全国の大学の自主的運

営に任されるべきであり、全国の大学が相互に大学教育の水準を高めあうよ

うに努力する機能を持つような機関に改組すべきであるとの意見が出され

た。また、新制度の大学の設立基準についても、このような立場から、全国

の大学の自主的な協議によって基準を設定すべきであることが強調された。 

 こうした意見をうけて、大学設立基準設定連合協議会は、大学の自主的団
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体である大学基準協会として改組されることになり、同年 7 月に大学基準協

会の創立総会が開かれた。そして、この大学基準協会の創立総会において、

これまで協会を中心に作成され、全国の大学で検討されてきた大学設立基準

が、大学基準協会の「大学基準」として採択、決定された。協会には常置の

基準委員会を中心に各種の特別委員会が設けられ、それぞれ専門学者の協力

のもとにさらに大学基準の検討が行われ、同年 12 月の臨時総会で最終的に

決定された。 

 ところで、学校教育法は、大学の設置の認可に関しては、文部大臣は大学

設置委員会に諮問しなければならないと規定していた。このため、1948（昭

和 23）年 1 月 15 日、政令第 11 号をもって「大学設置委員会官制」が公布

され、文部大臣の諮問に応じて新制大学の設置認可を審査する大学設置委員

会（1949 年 6 月、大学設置審議会と改称）が設置された。同年 2 月、大学

設置委員会は文部大臣の諮問に対し「大学設置基準」を答申し、新制大学設

置認可の基準が決定されたが、この基準は大学基準協会が採択した大学基準

をそのまま大学設置認可の基準として採用したものであった。したがって大

学基準は、文部大臣の諮問機関である大学設置委員会の新制大学の新設認可

の際の審査基準になると同時に、大学基準協会の会員である大学の適否判断

基準となるという二重の性格をもっていた。 

 

大学設置基準の制定 

 その後、文部省はこの大学設置基準について、その成立経過等から性格や

内容に問題があるとして、1953（昭和 28）年 12 月から大学設置基準研究協

議会を設けて再検討を始め、同研究協議会は 1955 年 8 月に新しい大学設置

基準要項を答申した。文部省はこの答申と先の大学設置基準や審査内規など

を考慮して、1956（昭和 31）年 10 月 22 日に文部省令第 28 号をもって「大

学設置基準」を制定し、これ以後、大学・学部・学科の設置にあたっては、

この基準によるものとされることになった。 
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 この「大学設置基準」は、「大学基準」に代わる新たな基準として制定され

たものであったが、大学基準協会によってではなく、行政官庁である文部省

が直接制定したものであり、大学行政の法文整備という点からも、また、講

座制・学科目制の成文化、一般教育課程への基礎教育科目の導入など注目す

べき内容を含む点からも、戦後大学政策の上での 1 つの画期をなすものであ

った。 

 このうち、講座制・学科目制についてみると、1947 年に決定された「大学

基準」は、「大学はその目的、使命を達成するために必要な講座又はこれに代

わる適当な制度を設けなければならない」としていた。旧帝国大学では、講

座制それ自体は廃止されたわけではなかったが、法制上は 1949 年の「国立

学校設置法」の公布に伴って、講座制の法制的根拠であった各大学の講座令

が廃止され、旧来のままの形での講座制は法的根拠を失っていた。その後、

新制大学院の発足に際して 1954 年に大学院に置かれる研究科の基礎となる

ものとして講座制は法令上に位置づけられたが、これは新制大学発足以来事

実上存在していた講座を法令で定めたものであった。 

 新たに定められた「大学設置基準」は、新制大学発足後のこれらの実態を

法令で明確にしただけでなく、教育研究組織として「講座」と「学科目」と

を区分し、「大学は、その教育研究上の目的を達成するために、学科目制又は

講座制を設け、これらに必要な教員を置くものとする」として、講座制を教

育研究上必要な専攻分野の教官組織、学科目制を教育上必要な学科目の教官

組織としたのである。 
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第 2 節 新制九州大学の発足 
 
（1）新制九州大学の発足 
 
国立新制大学実施要領 

 新制国立大学の設置について、連合国総司令部（GHQ）は、日本の大学が

大都市に集中していることは教育の機会均等に反する悪弊であると指摘し、

その是正のため国立大学は一府県一大学の方針を貫くように指示した。これ

をうけて文部省は、1948（昭和 23）年 6 月、新制国立大学の設置について、

次のような実施要領を決定、発表した。 

国立新制大学実施要領 

国立新制大学の実施に当っては、その大学が同一府県内の同一都市又は

同一の場所にあることが望ましいが、現状に副わないものがあるので、

現在の学校の位置、組織、施設等の実状に即して、次の諸原則によって

切替え、なるべく経費の膨張を防ぐと共に、大学の基礎確立に努める。 

一、国立新制大学は特別の地域（北海道・東京・愛知・大阪・京都・福

岡）を除き、同一地域にある官立学校はこれを合併して一大学とし一

府県一大学の実現を図る。 

二、国立新制大学における学部又は分校は他の府県に跨らぬものとする。 

三、各都道府県には、必ず教養及び教職に関する学部若くは部を置く。 

四、国立新制大学の組織、施設等は、差当り、現在の学校の組織、施設

を本として編成し、逐年これが充実を図る。 

五、女子教育振興の為に、特に国立新制女子大学を東西二箇所に設置す

る。 

六、国立新制大学は、別科の外に、当分教員養成に関して、二年又は三

年修了して義務教育が養成される課程をおくことができる。 

七、各都道府県及び市において、公立の学校を国立新制大学の一部とし
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て併したい希望がある場合には所要の経費等につき地方当局と協議し

て定める。 

八、大学の名称は、原則として都道府県名を用いるかその大学及び地方

の希望によっては他の名称を用いることができる。 

九、国立新制大学の教員は、これを編成する学校が推薦した者の中から、

大学設置委員会の審査を経て選定される。 

十、国立新制大学は、原則として第一年より発足する。 

十一、国立新制大学への転換の具体的計画については、文部省はできる

だけ地方及び学校の意見を尊重してこれを、定める。意見が一致しな

いか又は転換の条件が整わない場合には、学校教育法第九十八条によ

り、当分の間、存続することができる。 

（註）国立新制大学の具体的編成計画に当って懸案になっている事項

は、文部省と大学設置委員会の責任においてこれを解決するように

する。 

 

新制九州大学の創設 

 新制大学の設置にあたって、九州大学では、1947（昭和 22）年 9 月に新

大学制度準備委員会を設けて、新制大学開設の準備および大学設置委員会に

対する答申書の作成にあたり、翌 1948 年に「九州大学設置認可申請書」を

文部省に提出した。設置申請は 1948 年 7 月末日をもって締め切られたが、

申請校は全国で国公私立を合わせて 219 校、内訳は国立が旧帝大をはじめ 69

校、公立 24 校、私立 123 校と文部省管轄外の水産・商船学校の 3 校であっ

た。 

 新制大学は、公立 1 校、私立 11 校が、将来計画の確立と改組準備の進ん

だことを理由として、一部例外的に 1948 年度から発足したが、大部分は翌

1949 年度から発足した。国立大学は、1949（昭和 24）年 5 月 31 日に法律

第 150 号をもって「国立学校設置法」が公布・施行され、九州大学を含む 69
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の新制大学が一斉に発

足した。新制大学の発

足は、はじめ 4 月 1 日

の予定であったが、国

立学校設置法の成立が

おくれ、5 月 31 日付を

もって設置された。国

立大学のうち無条件で

審査に合格したのは 2

校のみであり、他は条

件付きで合格とされ

た。 

 国立学校設置法（資料編Ⅱ－353、pp.3-6）によると、新制九州大学は、

福岡県に位置し、文学部、教育学部、法学部、経済学部、理学部、医学部、

工学部、農学部の 8 学部を擁し、旧制度の九州大学と九州大学附属医学専門

部、福岡高等学校、久留米工業専門学校を包括し（第 3 条）、大分県所在の

温泉治療学研究所、福岡県所在の流体工学研究所、弾性工学研究所、産業労

働研究所、生産科学研究所を附置し（第 4 条）、医学部に附属病院、看護婦

養成施設、農学部に附属農場、附属演習林、附属水産実験所を研究施設とし

てもち（第 5 条）、附属図書館を置く（第 6 条）、と定められた。また、国立

大学に附属の学校を置く場合においては、その組織その他必要な事項は、法

律または政令で定め（第 7 条）、国立大学の各学部に置かれる講座またはこ

れに代わるべきものの種類その他必要な事項は文部省令で定めることとなっ

ていた（第 8 条）。 

 それまで九州大学を規定していた「国立総合大学令」（大正 8 年勅令第 12

号）、「国立総合大学官制」（昭和 21 年勅令第 205 号）、「国立総合大学及び其

の学部に関する件」（大正 8 年勅令第 13 号）、「九州大学講座令」（大正 8 年

 
図 6-2 福岡高等学校創立 27 周年記念祭（1948 年） 

福岡高等学校としては最後の記念祭であった。 
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勅令第 17 号）は、「臨時教員養成所官制」（明治 35 年勅令第 100 号）、「温泉

治療学研究所官制」（昭和 6 年勅令第 266 号）、「流体工学研究所官制」（昭和

17 年勅令第 30 号）、「弾性工学研究所官制」（昭和 18 年勅令第 55 号）、「木

材研究所官制」（昭和 19 年勅令第 354 号）とともに、「国立学校設置法」の

附則第 2 項によって廃止された。また、同附則 3 項の規定によって、新制九

州大学に包括される旧制九州大学はじめ、九州大学附属医学専門部、福岡高

等学校、久留米工業専門学校の課程の履修、卒業およびそれらの課程を担当

する教職員の身分等に関する事項については、従前の例により取り扱われる

ことになった。 

 
（2）新制九州大学の管理・運営制度 
 
大学法問題 

 1947（昭和 22）年文部省は連合国総司令部民間情報教育局（CIE）の指示

にもとづき、教育の地方分権化の一環として、国立大学の地方移譲案や大学

理事会案を検討していた。理事会制度は、実業界など民間の代表を構成員に

加えた理事会を国立大学に設け、これを教授会の上位に置いて大学行政を管

理させようというアメリカの大学管理方式の移入であった。 

 1948 年 7 月、文部省は秘密のうちに「大学法試案要綱」を作成し、10 月

の国立大学総長・学長会議に提出した。「大学法試案要綱」は全 12 条からな

るが、とくに中央審議会（第 6 条）と管理委員会（第 7 条）の条項に論議が

集中した。中央審議会は大学の管理行政の権限を集中する機関で、15 名の委

員中の 7 名は文部大臣の任命によるものであり、大学法案が、旧制から新制

への転換期をねらって、国公私立の各大学を文部省の行政下におくことを意

図したものといわれた。管理委員会は、各大学に置かれるものであったが、

これは前記理事会の名称をかえたものにすぎず、大学自治を有名無実にする

ものであると批判された。 
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 10 月 25 日、「大学法試案要綱」に対する九州大学の態度を決めるための評

議会が開かれた。当日は、開会前から、同問題のために試験を拒否した理学

部、法文学部の学生を中心に約 600 人が本部前で集会を開き、職員組合の代

表もおくれて集会に参加し、評議会に組合、学生の代表を出席させて、それ

ぞれの意見を述べさせるように要求した。これに対し評議会は、出席は認め

ないが、適当な時期に 30 分間意見の論述を許すこととした。こうして評議

会は開催されたが、各学部の意見は大多数が「大学法試案要綱」に反対であ

った。このあと評議会は、組合および学生の代表各 5 名を呼んで、それぞれ

の意見を述べさせて退席させたのち、全面反対の態度を決定した。 

 10 月 28 日に開かれた国立大学総長・学長会議に持ち寄られた「大学法試

案要綱」に対する各大学の意見は、九州大学だけが全面反対で、他の大学は

修正意見であった。同会議では、さきに発表されていた管理委員会を勧告助

言機関にとめようとする東京大学案を修正し、各大学の意見を再度集約した

うえで、文部省試案に対する対案を作成した。 

 九州大学はこの対案について、各学部教授会の意見を徴して修正案を検討

したが、それは学外からの介入を排除し、大学における評議会、教授会の権

限を従来の慣行にとどめようとするもので、東大案と大差はなかった。九州

大学では当初、評議会、職員組合、学生の三者は、全面反対で一致していた

が、評議会はこの段階に入って、全面反対が九州大学だけであったことに孤

立感をいだき、「他の機関」からの修正案に順応する態度を示すに至ったので

あった。このため、大学の自治と教授のみによる自治ではなく、学内各階層

の全意志を代表するものでなければならないとする職員組合と学生は大学側

を批判し、あくまで三者協議会を開いて大学法に当たることを主張した。し

かし、結局この文部省の大学管理機構に関する法案は広範な反対のため成立

の見通しがたたず、1949 年 1 月 12 日に、法律第 1 号によって、大学管理機

関の人事権を成文法化し、戦後の大学自治を支える柱となった「教育公務員

特例法」が制定されることになった。 
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 1949 年 5 月に「国立学校設置法」と「教職員免許法」が国会を通過する

と、九州大学の職員組合は両法を大学法試案要綱の一環として捉え、評議会

に反対の意見を公にするように要求した。これをうけて評議会は、このよう

な重要法案を広く関係者の意見を徴することなく決定したのははなはだ遺憾

であるとして、「国立学校設置法」については、文部省令に委任する範囲が広

すぎて濫用のおそれがあるので運用にあたっては民主的な機関に付議する必

要があり、「教育職員免許法」についても、その規定に不当と認められるもの

があるのでできるだけ近い将来にこれを改正すべきであるとの意見をまと

め、1949 年 7 月、総長会議と文部省に文書で申し入れた。 

 1950 年 3 月、大学法対策全国協議会が結成されたのを契機に、全国各地

の大学において大学法反対運動が展開され、文部省はついに同法案の国会上

程を断念した。その後、同年 9 月に作成された大学管理法起草協議会の答申

をもとに、翌 1951 年 3 月の第 10 回国会に大学管理法案が提出され、第 12

回国会まで継続審議されたが、結局審議未了で廃案となった。 

 

教育公務員特例法の制定 

 1949（昭和 24）年 1 月 12 日、法律第 1 号をもって制定された「教育公務

員特例法」は、教育公務員の任免、分限、懲戒、服務および研修について規

定したものであり、その附則として大学管理機関の読み替え規定が盛りこま

れ、大学の自治的運営についての保障がなされた。 

 この法律は、大学については統一的な大学管理法の制定を予定した暫定的

なものであったが、学長、学部長、教員の採用・昇任の選考、転任・降任・

免職等の審査およびそれらを掌る大学管理機関について定めた基本法規であ

った。大学管理機関として同法は、①協議会、②評議会、③教授会の 3 つを

置くとしていたが、とくに注目されるのは、学部長、教員の任用については

教授会が実質的決定権を持ち、学長については協議会がこれを持つものとし、

大学管理機関の決定なしに不利益処分は行えないことが明文化されたことで
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あった。これは、旧制大学の自治的慣行を下敷きにしたものであったが、戦

前のそれが慣行にとどまっていたのに比べると、これが明文化された意義は

大きいものがあった。 

 また、不利益処分を行う場合は、本人の請求があれば大学管理機関は公開

の口頭審理を行い、そこでは本人または弁護人が出席し、証人の出席や書類

の提出などができるとされた。この規定は、大学の学長・部局長・教官にの

み認められた身分保証制度であり、他の高等学校以下の教員にはない制度で

あった。 

 

教授会・評議会・協議会 

新制九州大学における学内管理運営制度は、「学校教育法」、「教育公務員特

例法」および「国立学校設置法」等の諸法令により規定されていた。 

 「学校教育法」は、教授会の構成と権限について、その第 59 条において、

「大学には、重要な事項を審議するため、教授会を置かねばならない。教授

会の組織には、助教授その他の職員を加えることができる」と定めた。これ

を戦前の教授会規程と比較すると、第 1 に、教授会必置の原則が、従来法的

規定のなかった公立・私立大学を含めたすべての大学に適用されたこと、第

2 に、教授会審議事項が羅列的に規定されず、何が「重要な事項」にあたる

かは大学の自主的判断にゆだねられることになったこと、第 3 に、教授会構

成員が「助教授その他の職員」にまで拡大されたことに特徴があり、九州大

学では、この第 59 条にもとづいて、1949（昭和 24）年 8 月 2 日に「九州大

学教授会通則」を制定した（資料編Ⅱ－355、pp.11-12）。 

 「教育公務員特例法」は、評議会については、その構成、権限についての

明確な規定を欠いていたが、文部省は 1953（昭和 28）年 4 月 22 日、文部

省令第 11 号をもって「国立大学の評議会に関する暫定措置を定める規則」

を制定した。同規則は、評議会の構成について、学長、各学部の教授 2 名、

各附置研究所の長とし、大学の事情によっては、評議会の議を経て、各学部
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評議員の数を 5 名まで増加し、各研究所長の数を制限し、附属図書館長、附

属病院長等、その他重要な職にあるものを加えることができるとしていた（第

2 条）。しかし、第 3 条で、「評議員は、学長の申出に基いて文部大臣が任命

する」と規定したことは、それまで慣行として各学部教授会が持っていた評

議員選出権との関係で、大きな問題をはらんでいた。 

 また、評議会の権限について、同規則の第 6 条は、「評議会は、学長の諮

問に応じて左の各号に揚げる事項を審議する」とし、①学則その他の重要な

規則の制定改廃に関する事項、②予算概算の方針に関する事項、③学部・学

科その他重要な施設の設置廃止に関する事項、④人事の基準に関する事項、

⑤学生定員に関する事項、⑥学生の厚生補導およびその身分に関する事項、

⑦学部その他機関の連絡調整に関する事項、⑧その他大学の運営に関する事

項、の各項をあげている。このことは、評議会を学長の諮問機関とし、その

議決権を保証しないという点で、やはり従来の慣行を弱めるものであった。 

 九州大学の評議会規程は、新制大学発足後も、1911（明治 44）年の九州

帝国大学発足時に制定されたものが用いられてきたが、1953（昭和 28）年 5

月 22 日には、「国立大学の評議会に関する暫定措置を定める規則」にもとづ

いて、新たに「九州大学評議会規程」が制定された（資料編Ⅱ－360、

pp.19-20）。これによれば、評議会は、「学長の諮問に応じて、学部ごとに置

かれている教授会の意向を調整しつつ、全学的な立場から大学の運営に関す

る重要事項を審議する」ものとされ、評議会を構成する評議員は、学長、各

学部長、各学部より選出された教授 2 名、各附置研究所の長に、新たに附属

図書館長、医学部附属病院長が正式に加わり、さらに教養部長、各分校主事

と農学部附属研究施設の長のうちの 1 人が加わった。この構成は、1955 年

10 月の分校統合にともなって一部改められ、教養部長が分校主事となり、各

分校主事が分校の教授 2 人となった。 

 協議会は、教育公務員特例法の附則第 25 条の読み替え規定によって、評

議会および教授会とともに大学の管理機関として暫定的に定められたもので
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あった。すなわち、評議会構成員のほか部局長で構成されるもので、学長の

選考、学長の不利益処分に関する事前審査および勤務評定をおこなう機関で

あり、旧制時代にはまったくみられなかった大学管理機関であった。 

 

学長選考基準の制定 

 新制大学の発足にともない、九州大学は、これに適用する大学通則を定め

る必要が生じた。「九州大学通則」は、新大学制度準備委員会の委託によって

通則立案委員会がこれを起草し、1949（昭和 24）年 8 月 2 日の評議会で可

決され、6 月 1 日にさかのぼって施行された（資料編Ⅱ－354、pp.6-11）。従

来の九州大学通則の題名は「旧制九州大学通則」と改められた。 

 こうして新制九州大学の運行が軌道に乗ったところで、奥田譲学長は任期

満了にさきだち辞意を表明し、9 月には各学部から教授 2 名・助教授 1 名に

より構成された学長候補者選挙規則制定委員会が設けられた。同委員会は、

法学部教授菊池勇夫を中心に「九州大学学長選考基準」（資料編Ⅱ－356、

pp.12-14）および「学長候補者予選委員選出規則」（資料編Ⅱ－357、pp.14-15）

を審議し、協議会で正式に決定して、10 月 28 日から施行された。 

 これによれば、九州大学の総長選挙は、学長候補者予選委員会で行われる

予備選挙と教授、助教授、専任講師、専門部教授および一級・二級の事務官・

技官によって行われる本選挙とからなっていた。学長候補者予選委員会は、

各学部をそれぞれ 1 単位、各分校をあわせて 1 単位、各研究所をあわせて 1

単位、事務官および技官を 1 単位とし、各単位ごとに選出されたそれぞれ 5

名ずつの予選委員をもって構成され、2 名連記無記名投票によって 20 票以上

の得票者 5 名を学長予選候補者として選出することになっていた。第 1 回目

の投票で 5 名の定数が得られないときは、不足数を満たすため、20 票未満の

得票者について第 2 回目の投票を行い、さらに定数に達しないときは、第 3

回目の投票を行って 5 名の学長予選候補者を選出した。本選挙は、こうして

選出された 5 名の学長予選候補者について、教授、助教授、専任講師、専門
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部教授および一級・二級の事務官・技官による無記名投票を行い、有効投票

の過半数を得た者を学長候補当選者とした。過半数を得た者がないときは、

得票第 1 位の者と第 2 位の者との 2 名について、決選投票を行うことになっ

ていた。 

 これらの基準と規則にもとづき、同施行日の 10 月 28 日に開かれた協議会

で決定された選挙方法により、まず各学部、教養部、研究所、事務官および

技官の各単位から互選によって 5 名ずつの予選委員が選ばれた。そして、11

月 14 日に本部会議室で行われた予選委員会において、菊池勇夫法学部教授、

福田得志医学部長、今中次麿法学部教授、江崎
え さ き

悌三
ていそう

農学部長、進藤誠一文学

部教授（教養部長）の 5 名が選出され、翌 15 日、この 5 候補の中から学長

候補者を選ぶ本選挙が、教授、助教授、専任講師、一・二級事務官によって

行われた。本選挙は第 1 回の投票では決まらず、法学部教授菊池勇夫と医学

部教授福田得志との決選投票（第 2 回投票）の結果、菊池勇夫 161 票、福田

得志 159 票（選挙資格者 423 名、投票者数 320 名）で菊池の当選となった。

菊池は研究の継続を理由に総長就任を辞退する意向であったが、法学部の教

授を兼任すること、総長室環境を研究に適するようにすることなどの条件で

懇請をうけ、11 月 16 日の協議会で正式に総長就任を受諾した。11 月 30 日、

産業労働研究所長、生産科学研究所長事務取扱を兼ね、法学部教授のまま第

九代総長となった。 

 なお、九州大学が新制大学になってから、その長は公式には学校教育法に

よって「学長」と呼称されていたが、これを「総長」とするかどうかが、1950

年 2 月 7 日の菊池総長最初の評議会ではじめて問題になり、このとき、旧制

卒業生の卒業証書には総長名を冠することが了解された。以後学内非公式に

は「総長」を、公式には「学長」と使い分けていたが、1970 年 3 月に「学

長」に統一された。本書では、学長に統一される 1970 年までは総長を用い、

正式に用いる必要のあるときは学長を用いることとした。なお、総長呼称が

復活する 1991（平成 3）年 11 月以降は総長を用いた。 
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 菊池総長は 1953（昭和 28）年 11 月 30 日で任期満了となるため、10 月

28 日予備選挙が行われ、山田穣工学部教授、菊池勇夫総長、干潟龍祥文学部

教授（教養部長）、進藤誠一文学部教授、戸田忠雄医学部長の 5 人が選出さ

れた。そして、この 5 人について、10 月 29 日に本選挙が行われ、山田穣 316

票、菊池勇夫 102 票、干潟龍祥 14 票、進藤誠一 6 票、戸田忠雄 20 票（選挙

資格者 521 名、投票数 461）で、工学部教授山田穣が学長候補者に当選し、

11 月 30 日、第 10 代総長に就任した。 
 

停年制度 

 教授停年制については、1927（昭和 2）年 9 月に「教授定限年齢制内規」

が定められ、満 60 歳に達した誕生日をもって退職するものと決められてい

たが、1941 年 5 月、退職の期日を満 60 歳に達した年の年度末とし、退職後

の後任教官の補充時期については学部長の合議を経て決定するものとされ

た。 

 戦後、経済不安から退職金と恩給による退職後の不安が大きくなり、評議

会は教授の生活困窮を避けるため、60 歳教授停年制の改正を提議した。そし

て、各学部 3 名の教授による調査委員が組織されて調査が進められ、各学部

から提出された改正案について審議が行われた。 

 1947 年 12 月 22 日、評議会は調査委員会がとりまとめた最終案「明年（二

十三年）三月定年退職する者は、昭和二十四年三月迄専任講師に任命し得べ

し」との答申を了承した。停年退職後の講師嘱託の場合は、月手当 1200 円

のほかに諸手当があり、教授俸給にほぼ近い額が支給されたから、形式的に

は退職であるが、実質的には停年制の 1 年延長であった。この臨時措置は、

1948 年 3 月、翌 1949 年 3 月にそれぞれ退職した 2 教授に適用されたが、停

年退職後の保障は、停年制の一時的な延長による運用操作によっては必ずし

も十分ではなかった。 

 このような状況にあったとき、1949 年 1 月 12 日に「教育公務員特例法」
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が公布施行され、大学の教官（教授・助教授・常勤講師）の停年は、大学の

管理機関によって定められることになった。そこで九州大学では、各学部 3

名の「停年制調査委員会」を設けて、停年制の改正を行うための諸前提条件

の調査を行い、①現行の停年制は延長する、②改正委員会には助教授も含め

る、との 2 点の答申をまとめ、その任を終えて解散した。評議会はこれにも

とづいて「停年制改正委員会」を新設した。委員の構成は、学部は教授 2 名・

助教授 1 名、教養部・附置研究所は教授・助教授 3 名の比率であった。同委

員会は審議を進め、まず改正 5 原案を作成して各学部の意向をはかった。そ

して、12 月 15 日の最終委員会は、停年制内規の全面的な改正は行わず、一

部改正として現行停年制内規（1941 年 5 月 9 日決定）に、「但し、当分の間、

教授は満六十歳に達したとき定限年令退官の権利を生じ、満六十三歳に達し

たときその義務を生ずるものとする」を追加することを決定し、翌 1950 年 2

月 7 日の評議会で「教授定限年齢制内規」が承認された。 

 しかし、この内規は助教授・講師については規定されていないところから、

1958 年 5 月に内規改正の議が起こり、翌 1959 年 6 月 30 日の評議会で、助

教授・講師まで含めた「九州大学教員の停年に関する規則」が可決制定され、

「教員の停年は、満六十三歳とする」と定められた。助手は勤務内容が異な

るので除外された（資料編Ⅱ－362、p.21）。 

 

名誉教授 

 戦後、食糧事情・交通事情および疎開からの復旧が進展しない状況のもと

で、評議会における名誉教授推薦採決に必要な評議員の出席率 4 分の 3 に満

たない場合が多くなり、名誉教授推薦の議事が繰り延べになることがしばし

ばあった。そのため、1946（昭和 21）年 1 月 31 日、採決に必要な出席率を

それまでの 4 分の 3 以上から 3 分の 2 以上とし、その 4 分の 3 以上の賛成を

もって、推薦決定とすることになった。また同時に、在職年数の通算方法を

広げ、他の帝国大学・官立大学の教授在職期間および同助教授と文部省直轄
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諸学校教授の在職期間の 2 分の 1、さらに、九州帝国大学助教授、および九

州帝国大学附属専門部教授在職期間の 3 分の 2 を九州帝国大学教授在職 12

年以上に通算して 20 年以上を標準とすることになった。こうして学内にお

ける操作を行って内閣に推薦したが、称号の授与は行われず、1946 年には、

前年 1 月に推薦していた 2 名が授与されただけであった。この 2 名は 5 月 9

日、「帝国大学令第十三条ニ依リ勅旨ヲ以テ九州帝国大学名誉教授ノ名称ヲ授

ク」という辞令が内閣から渡されたが、これが勅旨による名誉教授の名称授

与の最後となった。 

 この間、1946 年 3 月 31 日には、「文官任用令」の廃止によって、勅任官

の名称が消滅しており、これは名誉教授にもおよんでいた。そこで政府は、

同年 7 月 6 日、勅令第 353 号をもって、帝国大学、官公立大学およびこれら

大学の予科、専門部および官公立高等学校、官立教員養成諸学校等に教育上・

学術上功績があった者に与える名誉教授の制定を新たに定め、名誉教授の待

遇は一等官とし、「帝国大学令」第 13 条を削除した。この勅令によって、1948

年 7 月 1 日に称号を与えられたのは、1945 年の後半から推薦されていた者

を含めて 10 名にのぼった。この時の辞令は総理庁から出された。翌 1949 年

は 1 名も与えられなかった。 

 1950（昭和 25）年 4 月 19 日、「学校教育法」が改正され、そのなかで第

68 条の 2 項、第 108 条の 2 項が追加され、名誉教授の称号を授与する件が

定められた。これは、当該大学に多年勤務し、教育上または学術上とくに功

績のあった学長、教授、助教授または講師に適用され、新制大学の設置によ

り包括された旧高等学校、専門学校および教員養成学校の元校長、教員は、

元校長、教員としての勤務を考慮に入れることができるとされた。同日文部

省大学学術局長は国公私立大学にあてて、新名誉教授の実施について、名誉

教授は当該大学が退職後の教官に贈る栄誉的称号であり、その認定要件は当

該大学で定め、また、授与の手続きにおいても学位記等に準じ、当該大学で

定めた辞令書の交付によって行うことを通達した。さらに、退職時の助教授・
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講師に名誉教授の称号を与えるのは外国にも例があるとして暗に助教授・講

師にも称号を授与することを示唆していた。こうして、1950 年 5 月 2 日、

学校教育法の定めるところによって、14 名の者が九州大学名誉教授の称号を

授与された。2 年ぶりのことであった。 

 国立大学の名誉教授授与については、1950 年 7 月の国立大学長会議で、

主に勤務年数の標準を定めた「国立大学名誉教授授与標準（申合わせ案）」が

申し合わされ、学校教育法とこの申し合せの範囲内で、当該大学において規

定を定めることが決められた。九州大学では、1951 年 3 月 28 日の評議会で

「名誉教授授与規程」（資料編Ⅱ－359、pp.18-19）を制定し、4 月 1 日から

施行することになった。その内容は、①九州大学に教授として 20 年以上在

職し、とくに功労のあった者、②九州大学総長として大学の運営に関しとく

に功労のあった者、および③①の年数には達しないが、学術上または教育上

の功績がとくに顕著であった者を名誉教授授与の資格とし（第 2 条）、さら

に、九州大学の教授として 10 年以上勤務した者には、助教授としての勤務

年数の 2 分の 1、講師はその 3 分の 1 を教授の勤務年数に加算することがで

きる（第 3 条）、とされた。また、旧制福岡高等学校、久留米工業専門学校

もしくは九州大学附属医学専門部の教官は校長・教授がその 2 分の 1 を加算

するものとされた。退職時に助教授・講師であった者については、対象とな

っていない。 

 

職員組織と事務機構 

 1949（昭和 24）年 6 月 22 日、文部省令第 23 号をもって制定公布された

「国立学校設置法施行規則」によって、新制九州大学の定員は、学長 1 人、

学部長および主事 8 人、教授 257 人、助教授 199 人、講師 17 人、助手 293

人、教務・技術・事務の各職員 2141 人、合計 2916 人と定められた。この数

は東京大学の 5867 人、東北大学の 3997 人、京都大学の 3453 人に次ぐもの

であった。 
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 また、この「国立学校設置法施行規則」は、国立大学の事務組織について

第 5 条で、「各国立大学に、事務局及び厚生補導に関する部を置く。但し、

特別の事情がある場合は、これらを合わせて一つの部局とすることができる。

事務局は、庶務、会計及び施設等に関する事務をつかさどる」と規定された。

同年 5 月の九州大学には、事務局に庶務課（秘書掛・文書掛）、会計課（経

理班―出納掛・給与掛・監査掛・予算決算掛、用度班―用度掛・管理掛・印

刷掛・資材掛）、建築課の 3 課があり、学生部に輔導課（教務掛・輔導掛）、

厚生課（厚生掛）の 2 課が置かれていた。 

 

財政制度 

 戦前の帝国大学の財政は特別会計法の下にあり、1944（昭和 19）年以降

は「学校特別会計法」（法律第 9 号）にもとづいて運営されていた。戦後、

この「学校特別会計法」は、1947（昭和 22）年 3 月 31 日、「公債金特別会

計法外四法律の廃止に関する法律」（法律第 32 号）の公布によって廃止され、

大学財政は、1947 年度以降一般会計に移行した。それと同時に 1888（明治

21）年の「文部省直轄学校収入規則」以来の「大学資金」の制度も法的根拠

を失い、一般会計所属の資金に移された。 

 一般会計への移行は、財政民主化ないし合理化の一環をなすものであった

が、その改革は、国会の財政審議権を強化するものではあっても、ただちに

研究教育機関の自主性や自律性を保障する制度形態を追求することを意味す

るものではなかった。一般会計に移行することによって大学財政の構造は根

本的に変化したが、1947（昭和 22）年度の歳出予算では、一般会計制のわ

くのなかでも、組織部局間、つまり各帝国大学間の予算の流用は許されない

という建前をとっていた。この大学別の予算編成の形式は、1949 年度まで踏

襲されていたが、この建前は新制大学への移行によって根本的な変化をうけ

た。 

 1950 年度予算では、従来の大学別、大学種類別の区分が廃止され、国立学
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校、大学附置研究所、大学附属病院の区分となった。そして目的別の「部」

「款」「項」の区分は、それぞれ教育文化費、直轄学校費、直轄学校となり、

直轄学校という「項」の中には大学別の「目」の区分もなくなった。ここで

予算書の中の各大学名による区分が最終的に消滅したのである。 

 1952 年度予算では、従来からの「部」「款」「項」の区分がなくなり、大学

予算は（組織）国立学校に一括され、その歳出は目的別に国立学校、大学附

置研究所、大学附属病院の 3「項」に区分されることになった。また、従来

の教官研究費・学生経費が他の経費とともに校費として包括されたため、事

務的経費との区分が明確でなくなり混乱が生じた。このため、1963 年には教

官研究費が必ずしも現実の研究費ではないことを明確にするため、教官当積

算校費と改称された。 

 

板付基地と九州大学 

 板付基地は箱崎地区から 3.5km、医学部から 2.7km のところにあり、旧陸

軍が 1944（昭和 19）年に席田
むしろだ

飛行場として、本土決戦に備え建設したもの

であったが、戦後 1946 年 11 月に米軍が接収し、空軍基地として用いられて

いた。 
 1950 年 6 月、朝鮮戦争の勃発とともに、板付飛行場は米軍の最前線基地

になり、発着するジェット機は激増した。九州大学は板付飛行場の滑走路か

ら博多湾に向かう最短直線下に位置しており、海風と陸風の関係から、日中

は九大の方向に向けて離陸し、朝夕は九大の上から着陸するジェット機の爆

音をまともに受けねばならなかった。すでに、朝鮮戦争の休戦会談が始めら

れた後の 1951 年 9 月 19 日においても、1 時限目の約 1 時間に 18 回講義を

中断させ、また、9 月 22 日の午前 11 時から 12 時 35 分までの間に 7 秒から

15 秒にわたって 12 回講義を中断させていた（資料編Ⅱ－406、p.185）。 

 しかし、占領下の当時にあっては米軍の戦略に対して批判は許されなかっ

た。1951 年 9 月、対日講和条約が調印され、同時に占領体制をひきつぐ日
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米安全保障条約が締結されて軍事基地の取り決めを更改することになった。

菊地総長はこの時を板付飛行場を軍事基地から除外する機会と考え、9 月 12

日、文部大臣天野貞祐にあてて、軍事基地を取り決める日米行政協定を結ぶ

際には板付飛行場を軍事基地に提供しないように要求する陳情書を送り、さ

らに上京して文部大臣・同次官と面談し、被害の実情を訴えて善処を願い出

た。しかし、講和条約が発効しない占領下の 1952 年 2 月 28 日、米軍基地の

範囲を限定しないなど著しく不平等な日米行政協定が調印され、板付飛行場

の非軍事基地化の願いは断たれてしまった。 

 その後、同年 12 月 3 日には福岡市会においても板付飛行場の軍事基地化

反対が決議され、九州大学でも総長が再度上京して、文部大臣・外務大臣等

関係方面に陳情した。総長の帰学後、評議会は板付問題を審議したが、結局、

問題の根本は平和という政治的問題であり、朝鮮戦争の終結も飛行場の換地

も、見通しは困難な事情であるが、効果の有無は別として陳情を行うことと

し、陳情の内容は「困っているから善処されたい」という簡単な要望書にし

て、文部大臣と外務大臣に提出することにした。陳情書は翌 1953 年 1 月 6

日に発送された。 

 その後、軍事基地移転が困難であることを知った九州大学は、1954 年末に、

防音装置を施すことを計画した。評議会は、①まず防音について研究するた

めの予算を要求する、②米軍当局と議会等に陳情する、③防音対策委員会を

設置する、の 3 項を決めた（第 535 回評議会記録）。防音対策委員会は、通

信工学科と協力して、1956 年 7 月 13 日から 28 日までの日曜日を除く 14 日

間、毎日午前 9 時 30 分から午後 4 時 30 分の 7 時間、70 フォーン以上の爆

音の測定を行った。その結果、70 フォーン以上の 1 日平均回数は 141 回、

もっとも多い日は 229 回に上り、その内 80 フォーン以上の 1 日平均回数は

79 回、最大回数 135 回、また、1 日 1 時間あたり最高の回数は実に 47 回を

記録し、音響の最高も 105 フォーンに達していた。この測定の結果をもとに、

九州大学は 1956 年度に防音施設費概算要求をまとめた。要求坪数は、教室、・
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研究室・教官室等 686 室・1 万 1005 坪（3 万 6380m2）、要求金額は 1 億 4306

万 5000 円であった。 

 このような要求に対して、政府は防衛支出金をあて、1956 年度に、九州大

学防音施設費 3095 万円が交付された。1957 年度は 4400 万円が交付され、

このうち 1675 万 5000 円をもって農学部および理学部の防音教室（鉄筋コン

クリート 2 階建 211 坪）が建設された。これは農学部の木造教室には防音装

置が不可能なために、建設されたものであった。1958 年度は 1585 万円で附

属図書館等に防音装置が施された。また、翌 1959 年度には工学部本館の裏

に鉄筋コンクリート 2 階建 476 坪の防音教室が 3960 万円をもって建設され

た。このようにして教育学部では、1956 年度から 4 か年をかけて、防音装

置の取り付けおよび防音装置を施した教室の建設が行われていった。防音装

置は二重窓にして換気装置と吸音壁を施設するものであった。これによって

高い爆音はかなりさえぎることができたものの、低くて大きな爆音にはあま

り効果がなく、とくに夏期には窓を開くためまったく用をなさなかった。そ

のため 1960 年には、防音講義室に冷房装置を設けることを要求したが認め

られず、湿度の高い夏には相変らず爆音に耐えねばならなかった。 

 
 
第 3 節 福岡高等学校・久留米工業専門学校の統合と分校の設置 
 
（1）福岡高等学校・久留米工業専門学校の統合と分校の設置 
 
分校の設置 

 1949（昭和 24）年に発足した新制大学のもっとも大きな特色は、教養課

程が設置されたことであった。九州大学は、教養課程の設置にあたって福岡

高等学校と佐賀高等学校を合併して分校とすることを推進していたが、佐賀

高等学校との合併は CIE（Civil Information and Education Section、GHQ
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内の民間情報教育局）の

一県一大学主義のもとに

実現せず、工学部を中心

にして進められていた久

留米工業専門学校との合

併が行われた。 

 福岡高等学校は、高等

教育機関増設計画の一環

として、1919（大正 8）

年、福岡県の総経費支弁

により設置が確定し、

1921（大正 10）年 11 月

9 日、勅令第 432 号をも

って福岡市大坪町に設立

された。1949（昭和 24）

年に九州大学と合併して

九州大学の第一分校とな

り、1950 年 3 月に第 25

回の卒業生を送り出してその歴史を閉じた。 

 久留米工業専門学校は、「興亜国策」にもとづき、1939（昭和 14）年 5 月

23 日、勅令第 336 号によって、高等工業高校として久留米市小森野町に設

置された。設置当初は、機械科・精密機械科・工作機械科・鉱山機械科・採

鉱科の 5 学科であったが、1942 年に工業化学科が加えられた。1944（昭和

19）年 4 月 24 日、文部省令第 28 号をもって、「官立工業専門学校規程」が

定められ、他の 25 校の高等工業学校とともに工業専門学校と改称された。

戦後の学制改革にあたっては、当初は単科工業大学にしようとの案があった

が、戸畑市の明治工業専門学校が工業大学となった場合、九州大学工学部と

 
図 6-3 第一分校建物平面図（1954 年） 
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ともに福岡県に 3 つの

工業大学が存在するこ

とになり、明治工業専

門学校と合併して工業

大学にしようという案

に変わった。しかし、

この案は両校が地理的

に離れていたため中止

され、近くの福岡第一

師範学校女子部、福岡

青年師範学校、久留米医科大学等と併せて総合大学を構成しようという案が

出てきた。九州大学との合併の話が出てきたのはこの時であり、結局九州大

学との合併が進められ、教養部の理科の学生だけを収容する第二分校となっ

たのである。九州大学と合併した久留米工業専門学校は、1951 年 3 月に第

10 回の卒業生を送り出してその歴史を閉じた。 

 福岡高等学校、久留米工業専門学校両校の収容力はそれぞれ 720 名ずつで

あったため、定員 2080 名に対し 600 名程度の収容力の不足をきたした。こ

のため新制大学準備委員会は、久留米市国分町の旧西部第 48 部隊跡に注目

し、ここに第三分校が設置された。第三分校の設置にあたっては十分な視察、

検討が行われず、入学式前日、わずかに改造された 1 棟の教室に大急ぎで机

や椅子が搬入されたといわれる。予算は少なく、机・椅子・黒板などを揃え

るのが精一杯で、教官や事務用の机などは借用や共用で急場をしのがねばな

らなかった。 

 教官は、第一分校は当時の福岡高等学校、第二分校は当時の久留米工業専

門学校の教官が主体となり、第三分校は新たに任命された教官からなってい

た。学生は、教官陣容や施設の関係から第一分校は文・理両科の学生を収容

したが、第二分校は理科学生のみ、第三分校は文科学生のみを収容した。 

図 6-4 第三分校校庭にて 
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  1949 年 1 月 29 日の評議会において、教養部長は学部から、分校主事は当

該校から選出することが承認され、分校主事として第一分校から永井重義、

第二分校から大脇策市が推薦され、教養部長には、文学部教授進藤誠一が選

出された。進藤は第三分校主事を兼ねた。 

 

新制九州大学第 1 回入学式 

 新制国立大学の入学者選抜は、全国を一期と二期に分けて行うことになり、

入学願書受理期間は一期、二期とも 5 月 13 日から同月 26 日まで、入学考査

期間は第一期は 6 月 8 日から、第二期は同月 15 日からとし、合格者発表期

日は各大学ともおそくとも 6 月 26 日までに行うことになった。しかし、新

制国立大学が発足した 1949（昭和 24）年度の学生募集は、公立、私立の大

学が入学試験を行ったあとに入学試験が実施されたため、一般に入学志願者

数は少なく、応募者が入学定員に満たない大学もあった。 

 九州大学は第一期校に指定され、6 月 8・9 日の 2 日間にわたって入学試験

が実施された。1949 年度の新制九州大学の採用人員は、文・理合わせて 1040

名で、進学適正検査を終えた者に対し、国語・理科・数学・社会・外国語の

5 科目の入学試験が実施された。合格率は旧制の高校と、新制の高校とがほ

ぼ同率であった。旧制高校出身者の受験は 1950 年には激減して全受験生の

約 1 割となった。 

 国立大学の開校は文部省では 6 月を予定していたが、大学設置費削減のた

めに遅れることになった。新制九州大学の教養部は、7 月中旬に教職員だけ

で開学式を行って、ただちに夏季休暇に入り、第 1 回入学式は、夏季休暇が

明けた 9 月 10 日に医学部中央講堂で行われた。 

 1949 年 8 月 2 日には評議会において、「教養部審議会規則」（資料編Ⅱ－

365、p.33）、「教養部教授会運営内規」、「教養部の人事に関する内規」など、

教養部に関する諸規則が制定され、7 月 15 日から適用されることになった。

教養部審議会は、教養部長、各分校主事および各分校から選ばれた 3 名の教
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授または助教授、各学部から選ばれた 1 名（文学部・理学部は 2 名）の教授

または助教授を委員として構成され、委員長には教養部長があたった。教養

部審議会の審議事項は、①教養部教育の方針、②教養部の学科課程に関する

事項、③学部との連絡、④その他学長または教養部長において必要と認めた

事項等であった。 

 

第三分校の廃止 

 新制九州大学の発足とともに設置された 3 つの分校は、地域が離れている

うえ、設備にも大きな差があったため、発足後半年にして各分校の廃止と教

養部の一本化を要求する学生の運動が起こった。とくに第三分校は、第一・

第二分校に収容しきれなかった学生を収容するため、旧 48 部隊の兵舎を応

急に改造して設けられたものであり、他の 2 つの分校と比べて施設がはなは

だしく貧弱で、その研究教育条件の劣悪さは言語に絶するものがあった（資

料編Ⅱ－366、pp.33-35）。 

 第三分校学生自治会は、窮状を白書にまとめて移転を決議し、1949（昭和

24）年 12 月には、総長にあてて決議文を提出した。大学当局も、1950 年 2

月 11 日の教養部審議会を皮切りに、第三分校の移転の本格的な検討にとり

かかった。その結果、同年 3 月には第三分校の移転に伴う第一分校内の増築

が確定し、1951 年 3 月 31 日をもって第三分校は廃止された。第三分校移転

後の施設は、警察予備隊に移管されることになり、1951 年 9 月 6 日、九州

大学と福岡県、北九州財務局、警察予備隊第四管区との間に覚書が取り交わ

された（資料編Ⅱ－367、pp.35-36）。 

 
（2）分校の統合 
 
分校の統合 

 第二分校でも、1950（昭和 25）年頃から分校統合の運動が展開されてい
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たが、1953 年 6 月の水害によって筑後川に架かる通学路の小森野橋が流出

したため、分校統合の運動はさらに活発なものとなった。翌 1954 年 7 月 15

日の評議会では、教養部から第二分校の統合が 1 日も遷延を許さない状態に

あるとの切実な意見が出され、分校統合促進委員会が設置された。さらに

1955 年 3 月 6 日には、第一分校の教官会議で、第一・第二両分校の 4 月統

合が可決された。文部省も 4 月統合の予算措置を講ずることになり、学内で

は統合をめざして諸準備が進められた。 

 ところが、統合がここまで進んでいることを知った地元久留米市は、「九州

大学第二分校福岡移転についての要望書」を総長に提出して移転反対を訴え、

市議会では移転絶対反対を決議した（資料編Ⅱ－369、pp.38-39）。さらに地

元選出の代議士も積極的に動いたため、分校移転は政治問題化し、4 月に予

定されていた統合は延期せざるをえなくなった（資料編Ⅱ－370、pp.40-41）。

このため 4 月 12 日に予定されていた入学式も 20 日に延期され、山田穰総長

は入学式の挨拶においてこの間の事情を説明し、10 月までには是非とも統合

が実現するように努力することを約束した（資料編Ⅱ－371、pp.41-43）。 

 しかし 7 月 25 日になって、突然文部省から 10 月の統合は一応とりやめる

ように連絡があった。このため、九州大学は声明書を出して、10 月統合の方

図 6-5 第二分校教官（1951 年） 
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針を再確認し、その実現にあらゆる努力を尽くすことを明らかにした（資料

編Ⅱ－372、pp.43-44）。このようにして、九州大学と久留米市とは感情的な

対立を深めていったが、8 月 29 日には両者の意見対立を解消するため、九州

大学の統合促進委員と久留米市の第二分校移転対策委員との第 1 回懇談会が

開かれ、9 月 6 日の第 2 回懇談会において正式な合同委員会を設けて対策を

協議することになった。10 月 5 日、衆議院第二議員会館において合同委員会

が開かれ、移転後に国立工業短期大学の設置を希望することに意見の一致を

み、文部省に「九州大学第二分校移転に関する陳情書」を提出した（資料編

Ⅱ－374、pp.45-46）。また、翌 6 日には将来新制度による専科大学が生まれ

る際には、第二分校跡に優先的にこれを置くとの文部大臣の確言を得たため、

同日の合同委員会において統合についての一応の了解が成立し、共同発表を

行った（資料編Ⅱ－375、p.46）。 

 その後、共同発表の解釈の相違から久留米市と協議しなければならないと

いう事態もあったが、10 月 12 日には、山田穰総長と山下善助久留米市長は、

「九州大学第二分校福岡統合に関する九州大学並に久留米市との覚書」に署

名し、統合を阻んでいた困難な問題の解決をみた（資料編Ⅱ－376、

pp.46-47）。こうして第二分校は同年 10 月 30 日限りをもって廃止され、大

坪町の九州大学分校に一本化されることになったのである。 

 

学科別入学の実施 

 新制九州大学発足当初の入学制度では、学生は文科と理科に大別して募集

し、教養課程 2 年の間に自己の進む方向をじっくり考えさせる建前がとられ

ていたが、1952（昭和 27）年度からは最初から志望学士号別に採るように

入学試験制度が改められた。 

 しかし工学部は、学部別の入学試験制度では日本の特定産業の技術水準、

九州大学工学部自身の声価、工学部卒業生の社会的関係等におよぼす影響が

非常に大きいとして、さらに学科別入学試験制度を強く主張するようになっ
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た。これに対し教養部は、新教育制度に反するものとして強く反対したが、

結局他学部へ影響を及ぼさないこと、現在の教育方針を崩さないことを前提

として、1957 年度から工学部の学科別入学試験制度が実施された。その後理

学部からも、理学部の各学科は専門分野で質的にまったく異なるものがあり、

入学後に進学先を決める方法では色々な支障があるとして同様の問題が提起

され、1959 年度から学科別の入学試験が行われるようになった。 

 また、1953 年度の入学生からは、工学部の発議にもとづき、専門課程強化

の方針から、医学部医学科および理学部志望者を除くすべての学生が、1 年

半の教養課程で学部へ進むことになった。教養課程 2 年が半年減じて 1 年半

（3 学期）となったのである。1 年半すなわち 3 学期に短縮された結果、従

来通年単位が成立するよう講義していた人文・社会関係の諸学科は毎週の授

業時間を倍加して、各学期ごとに完結するように改められた。また、理科系

各学部からの要望および学部の学科の増設に伴い、自然科学系諸学科課程が

変更され、とくに数学・物理・化学と語学が強化された。 

 理学部が教養課程 1 年半に踏みきったのは、1963 年度入学生からである。

また、医学部医学科志望者は、従来 2 年の教養課程を終了し、さらに専門課

程に入るための試験を受け、その結果により進学を許可されていたが、学校

教育法施行規則の一部改正によって、1955 年 4 月に医学部医学進学課程が

設置され、専門課程と一貫した 6 年制の課程に改められた。なお従来志望「学

士号」別と称していたのは、1960 年度から志望「学部」別に改められた。 

 
 

第 4 節 文系学部の独立と教育学部の創設 
 
（1）文学部・法学部・経済学部の独立 
 

 これより前の 1949（昭和 24）年 4 月 1 日、文部省令第 10 号をもって「東
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北大学及び九州大学の学部及

び講座に関する省令」が制定

され、学校教育法第 98 条第 2

項の規定によって、東北大学

および九州大学に、法学部・

経済学部・文学部が設置され

た（資料編Ⅱ－381、pp.110- 

112）。1924（大正 13）年に

設置された法文学部は、それ

までの法学部・文学部の在り

方に対する反省にもとづき、

新構想の学部として出発した

ものであった。しかし、同学

部の運営は、法・経・文 3 科

の協議会を基礎にして行われ

ており、理念的には 1 学部としての総合化がはかられながらも、3 科の独立

傾向は年とともに強まっていた。したがって、法文学部の法・経・文 3 学部

分離案はさほどの抵抗もなく、むしろ一面には当然のこととして法文学部教

授会で承認された。 

 法文学部の法・経・文 3 学部分離案が、はじめて法文学部の教授会で審議

されたのは、1945（昭和 20）年 12 月 19 日のことであった。奥田譲総長も

すでに賛意を表明しており、同日「学部組織調査委員会」を選定した。翌 21

年 7 月 17 日には 3 学部への分離が満場一致で決定し、組織委員の中から起

草委員会を選んで「要求理由書」を本部に提出した。こうして、1948 年 6

月 1 日、3 学部独立の件がはじめて評議会の議題とされた。分立確定の見通

しがたち、各科それぞれの立場から準備態勢をとることになったのは翌 1949

年 1 月からのことであった。 

図 6-6 「法文学部を法、文、経の三学部に

分立せしむる理由」（1948 年） 
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 九州大学の法・経・文各学部の講座数は、法学部が法理学 1、憲法 1、行

政法 1、民法 3、民事訴訟法 1、刑法・刑事訴訟法 1、商法 2、社会法 1、国

際法・国際私法 2、法制史 1、政治学 1、政治史・外交史 1 の 16 講座、経済

学部が経済学 7、財政学 1 の 8 講座、文学部が哲学・哲学史 3、倫理学 1、

心理学 1、社会学 1、教育学 1、宗教学 1、美学・美術史 1、支那哲学史 1、

印度哲学史 1、国史学 2、西洋史学 1、東洋史学 1、国文学 1、支那文学 1、

英文学 1、仏文学 1、独文学 1 の 20 講座であり、1927 年 10 月に法文学部が

完成したときの規模を、3 学部の独立にともなって分化させただけであった。 

 新発足をした 3 学部は、4 月初旬、それまでの各科協議会をそれぞれの教

授会に切り替え、学部長事務取扱や評議員の選出、学部関係諸規程の制定な

どに取りかかり、学部としての体制を整えていった。また、3 学部の学部長

事務取扱と評議員からなる 3 学部連絡委員会を置き、法文学部時代の総合性

の利点を生かすことにつとめた。 

 
（2）教育学部の創設 
 
教育学部の設置 

 教育学部は、法文学部、文学部時代の教育学講座を直接の母体として、1949

（昭和 24）年 5 月の「国立大学設置法」の公布によって九州大学の第 8 番目

の学部として設置された。 

 九州大学の教育学部は 2 つの使命をもって生まれてきた。1 つは、1949 年

5 月 31 日、法律第 147 号によって新しい教育職員免許法が施行され、教員

免許状は一般教養・専門課程・教職課程の 3 領域の修得にもとづいて与えら

れるようになり、旧帝大系の大学では教育学部が教職課程としての講義や実

習を全学に提供することになったのである。他の 1 つは、戦後ますます重要

性を増してきた教育学研究の研究者と教育指導者を養成することであり、教

育学研究者および教育指導者の養成こそ教育学部本来の存在理由であった。
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この点が、小・

中学校の教員養

成機関として、

師範系学校から

昇格した学芸大

学、学芸学部や

教育学部と根本

的に異なるとこ

ろであった。 

 したがって、

九州大学の教育

学部は大学院を主体とするたてまえを確立し、学部学生の採用を、1 学年 25

名という少数にとどめ、少数精選主義をとった。大学院は 1953 年 4 月に発

足し、教育学と教育心理学の 2 専攻が置かれたが、大学院の 1 学年の定員が

修士課程 15 名・博士課程 8 名であったことと対比すれば、教育学部の学部

精選主義と大学院重視とはおのずから明らかであった。 

 1950 年 2 月、干潟龍祥文学部長が、教育学部長を兼ねた。教育学部とし

ての教授会はまだ置かれておらず、教育学部の発足に備えて、教育学部開設

委員会が設けられた。委員は各学部長のほか 1 名、教育学部だけは学部長ほ

か 2 名であった。1952 年 9 月からは教育学部の教授会が恒常的にもたれる

ようになり、「教授会運営内規」「評議員選挙内規」「学位請求論文審査手続内

規」などの諸内規が制定されていった。翌 1953 年 5 月、平塚益徳が干潟龍

祥のあとをうけ、教育学部の専任教授としてはじめて教育学部長となった。 

 教育学部の授業は、1951 年 4 月から開始されたが、法文学部の建物には、

新たに設置された教育学部を収容する余裕はなく、教育学部は工学部の建物

に仮り住まいを余儀なくされた。このため 1952 年には、文・教育・法・経

済の文系 4 学部の総合建築を国道 3 号線横の箱崎小石町の敷地に建てて移転

図 6-7 創設期の教育学部教官と卒業生（1954 年） 
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することが決定され、1954 年 5 月にまず教育学部の建物が竣工し、5 月 13

日に落成式が行われた。7 月 26 日には移転祝賀会が行われ、教育学部は創設

以来の仮住まいから解放されることになった。 

 教育学部が発足した 1949 年の講座は、文学部から振り替えられた教育学 1

講座だけであったが、翌 1950 年に教育心理学、1951 年に教育史、教育心理

第二の 2 講座、1952 年に比較教育学、教育技術学の 2 講座、1953（昭和 28）

年に教育行財政学、1954 年に教育社会学が設置されて 8 講座となり、一応

の完成をみた。 

 

教育学部附属比較教育文化研究施設 

 教育学部はその研究活動において、とくに、比較教育学、集団力学、教育

と医学の提携、の 3 点に特色を出すことにつとめていたが、比較教育学の推

進は、教育学部の学部づくりの努力と並行して、これを制度化し、独立の研

究所にしようという方向に固まっていった。 

 1953（昭和 28）年 4 月 1 日、九州大学総長菊池勇夫を長とする「比較教

育研究所創立準備委員会」が発足した。また同月、福岡県知事杉本勝次を長

とする「九州大学比較教育文化研究所設立期成後援会」が発足し、地元各界

から寄付金を募ることになった。同年 4 月 19・20 日の両日、ロックフェラ

ー財団の人文科学部長ファーズが、比較教育文化研究所創立に関する実地調

査のため来学し、同月 23 日には、これに関連して東京における後援者であ

る田中耕太郎・天野貞祐・日高第四郎・上村福幸
よしゆき

・鈴木九万
ただかつ

等と懇談会が開

かれた。また、同研究所設立については、以前から内外の諸大学・研究所に

その支持・協力を依頼していたが、同年 8 月 19・20 日に東京大学で開催さ

れた「大学院を有する八国立大学教育学部長会議」において「九州大学にお

ける本研究所の設立を要望し、かつ全国各教育学部がこれを援助する」との

決議が行われた。 

 比較教育文化研究所の創立に関する外部からの援助資金国内予定額は



第 1 章 新制九州大学の発足 

37 

1000 万円とされていたが、1953 年 9 月、福岡県の 200 万円寄付も正式の手

続きを完了した。翌 1954 年には、ロックフェラー財団から 4 か年にわたっ

て 5 万 5800 ドル（約 2000 万円）の援助が「道徳教育の総合的比較研究」

に対して与えられることになった。このように、同研究所は文科系の研究機

関としては珍しい研究上の潤沢な財政的基盤を得て発足することにらなった

のである。 

 1955（昭和 30）年 7 月 1 日、文部省令第 13 号によって教育学部に附属比

較教育文化研究施設が設けられ、1 講座分に相当する教授 1・助教授 1・助手

1 の定員が認められた。設立趣意書によれば、この研究所は東洋諸国をはじ

め世界各国各民族における教育の発達状況を比較研究することによって日本

の教育を世界的観点から根本的に吟味検討することを目的とするものであっ

た。1957 年度からは、さらに整備されて 2 部門となり、第 1 部門は「日本

およびアジアの教育・文化」の研究を担当し、第 2 部門は「欧米の教育・文

化」の研究を担当することになった。1957 年 3 月には紀要の第 1 号として、

英文 B5 判 115 頁の BULLETIN OF THE RESEARCH INSTITUTE OF 

COMPARA- TIVE EDUCATION AND CULTURE が出版された。 

 
 
第 5 節 附置研究所の再編と増設 
 
（1）生産科学研究所の設置 
 

 生産科学研究所は、1949（昭和 24）年、九州大学の新制大学への切り替

えにともなう教養課程の設置、および大学附置研究所の整備統合の過程にお

いて設置された。九州大学は、教養課程の設置にあたって福岡高等学校とと

もに久留米工業専門学校との合併を行ったが、久留米工業専門学校は福岡高

等学校のような普通高等教育機関ではなく専門教育機関であったため、その
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教官をすべて教養課程

の教官に振り向けるこ

とができなかった。こ

のため一般教育を担当

しない教官の処遇が問

題となり、ここに研究

所を設置して、これら

の教官を収容し研究に

従事させることになっ

たのである。 

 工学部では新研究所の構想を、社会に直結する実用的研究を行うことにま

とめ、生産科学研究所とする案を作成して、文部省の学校教育局、科学教育

局に申し出た。しかし、GHQ の大学の附置研究所に対する意見は新設でな

く整備にあり、文部省の科学教育局も同様であった。1948 年 12 月、九州大

学は「研究所整備統合委員会」を設け、久留米工業専門学校に生産科学研究

所を設置する条件を次の 4 点にまとめた。すなわち、①現在および将来必要

欠くべからざるものであること、②地域的に特色をもち、地元との連絡が緊

密であること、③専任所員が強力であること、④既設研究所の整備統合を考

慮すること、の 4 点である。この 4 点について、工学部教授会は既設研究所

を統合整備し、総合もしくは中央研究所の設置を委員会に諮ることにした。 

 戦争末期の九州帝国大学には、温泉治療学研究所・流体工学研究所・弾性

工学研究所・木材研究所・活材工学研究所の 5 つの附置研究所があったが、

活材工学研究所は 1945 年 12 月に廃止され、残る 4 研究所のうち、温泉治療

学研究所は大分県にあって地理的に離れており、研究内容も医学系であった

ため、研究所整備統合委員会は流体工学研究所・弾性工学研究所・木材研究

所の 3 研究所の統合に着手することにした。 

 しかし、3 研究所のうち流体工学研究所と弾性工学研究所はすでに設置さ

 
図 6-8 生産科学研究所と第二分校の正門 
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れて 5 年ないし 6 年を経て研究所の基礎もできており、基礎研究を行うこと

を主眼とする両研究所は、応用研究に主力をおく生産科学研究所との統合に

は反対であった。これに対し木材研究所は、設置されてまだ日も浅く、独自

の建物も与えられていなかったため、研究所整備統合委員会は、木材研究所

を生産科学研究所に統合する案を進めた。木研の生産科学研究所への統合に

は、一部に難色を示す向きもあったが、結局、木研の 3 研究部門はそっくり

生産科学研究所に移すことになった。 

 1949（昭和 24）年 5 月 31 日、法律第 150 号をもって、産業の開発に関す

る基礎的学理およびその応用的研究を行うことを目的として、生産科学研究

所が九州大学に附置された。同年 9 月 19 日、生産科学研究所の開所式が行

われ、ついで第 1 回の所員会議が開かれた。所長は 1949 年 5 月 31 日に奥田

譲総長が所長事務取扱となり、同年 11 月 30 日には総長が代わったため菊池

勇夫総長がこれをつぎ、翌 1950 年 1 月 31 日、生産科学研究所教授大脇策市

が所長に就任した。福岡市箱崎地区を本室、久留米市小森野地区を久留米分

室とし、教授会は交互に出向いて行われた。木研の教官は、1949 年にそのま

ま生産科学研究所に配置転換され、久留米工専の教官は、1949 年から 1951

年 3 月にかけて、生徒が卒業するにしたがって毎年配転されていった。 

 生産科学研究所の部門は、旧木材研究所より移された物理、化学、木材加

工及び木材化学の 3 部門に、久留米工専から石炭及び熱管理、採炭及び選炭

の二部門を加えて五部門で発足し、1951 年までにさらにゴム、繊維、生産機

械、精密機械、鉱山機械の 5 部門が加えられて 10 部門となった。 

 
（2）産業労働研究所の設置 
 

 自然科学系が主流をなしていた九州大学に文科系の研究所を設置しようと

いう声は早くから法文学部にあり、戦時中には東亜経済研究所などが具体的

な要求として出されたが、実現しないまま敗戦となった。 
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 1946（昭和 21）年 5

月、法文学部教授会は研

究所設置の問題を取り上

げ、産業労働問題研究所

設置の計画を承認した。

名称は後に「問題」の 2

字を削除して産業労働研

究所に改められた。翌

1947（昭和 22）年 7 月 5

日、政令 126号によって、

研究所の一部門として要

求していたもののうち、

法文学部に産業労働法 1 講座が認められた。しかし、法文学部教授会は、当

初の趣旨にもとづき政治・法制、労働者状態、産業構造等の広汎な分野から

なる総合的研究所設置を強く要求し、新たに増設された 1 講座は、研究所の

母体となるべきものと考えられた。 

 しかし、研究所は 1948 年になっても実現せず、翌 1949 年 5 月の「国立

学校設置法」の公布によって、新制九州大学の設置とともに設立された。産

業労働研究所設置の背景には、「産業労働問題は民主化諸傾向の起点であると

同時にその終点をなす最重要の問題」であり、「民主化傾向の帰趨を探求し究

明することは当面の緊要事である」との認識があった。設立にあたって 1 部

門が増設され、さきの産業労働法講座とあわせて、第 1 部門「産業労働関係

の政治及び法制」および第 2 部門「労働者状態及び社会保険」の 2 部門から

なる研究所となった。建物は、1937 年に建てられた法・経・文 3 学部の共

同の演習室の一部が使用された。 

 産業労働研究所の初代所長には、法学部教授菊池勇夫が就任した。菊池所

長は、1951 年 2 月に発刊された『産業労働研究所報』第 1 号の「発刊のこ

図 6-9 産業労働研究所 
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とば」において、「この研究所は、法学部の社会法、民法、商法、政治学等の

諸講座、経済学部の社会政策、工業政策、経営学、統計学等の諸講座、文学

部の社会学、心理学等の諸講座を基礎として、特に産業労働問題の社会学的

総合調査研究を目的とするものである」と述べ、さらに北九州という「産業

労働問題の現地に在って直接に実態調査を行い、かつ研究成果を応用する便

宜を持つことは、わが研究所の特色」であると述べている。 

 研究所の最初の大テーマは「戦後におけるわが国労働者階級の状態」であ

り、具体的には当時課題となっていた石炭の国家管理問題が取り上げられた。

「石炭国管法の実態実施状況調査」や「臨時石炭工業管理法の機能と効果の

研究」などが主なもので、その成果は 1953 年に『臨時石炭工業管理法の研

究』として公刊された。 

 
（3）応用力学研究所の設置 
 
 応用力学研究所は、1951（昭和 26）年 4 月 1 日、流体工学研究所と弾性

工学研究所を統合して発足した（資料編Ⅱ－394、pp.131-133）。九州大学で

は、生産科学研究所の設置に関連して、既存附置研究所をすべて生産科学研

究所に統合し、強力な研究所を創設しようという動きがあったが、流体工学

研究所と弾性工学研究所は、研究所としての業績もすでに多くあげており、

その時には統合にはいたらなかった。しかし各 3 部門の両研究所は、研究所

の整理統合が強力に進められるなかで、単独存続が許されない状況となり、

両研究所を発展的に解消して、新たに 6 部門からなる応用力学研究所が創設

されることになった。流体・弾性両研究所ともその基礎をなすのは応用力学

であり、その研究分野においては相互に関連するところが少なくなく、工学

の根幹をなす応用力学を中心とする研究所の設置はもっとも望ましいものと

考えられたのである。 

 新たに発足した応用力学研究所は、流研・弾研の各 3 講座がそのまま受け
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継がれて 6 講座で構成

された。研究体制は、

各部門が自己の研究分

野にとじこもり、隣接

分野との相互関連性を

失うことを避けるた

め、部門として組織せ

ずに、第一研究室、第

二研究室と基数で表示

し、各研究室に研究テ

ーマを付与する方法をとった。すなわち、流研からの 3 部門を流体研究部と

して、第一・第二・第三研究室に分け、研究テーマを流体力学、水文学、流

体工学とした。また、弾研からの 3 部門は材料研究部として、第一・第二・

第三研究室に分け、各研究分野を弾性学、応用弾性学、塑性学に定めた。の

ちに、基数を第一から第六までに通して呼ぶ方法がとられるようになったが、

基本的には同じであった。しかしその後、文部省から研究部門は研究分野を

明記するように指示され、基数による呼び方を止めて、流体研究部に流体力

学部門・水文学部門・流体工学部門、材料研究部に弾性学部門・応用弾性学

部門・塑性学部門を置くように改めた。 

 研究所の建物は、航空学科の製図室に使われていた印刷所横の木造モルタ

ル 2 階建を使うこととし、航空学科の 3 階を使用していた流研と、造船工学・

機械工学・応用理学等に分散していた弾研の所員が引っ越した。建物は発足

当初からきわめて狭く、建物の中央を通る廊下を会議室兼食堂に使うほどで

あった。 

 
 
 

 
図 6-10 応用力学研究所 
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第 6 節 大学院と学位制度 
 
（1）新制九州大学大学院の設置 
 
戦前の大学院 

 日本の大学院は、1886（明治 19）年の帝国大学令によって帝国大学が設

置されたとき、その組織として分科大学とともに大学院が置かれたことに始

まる。これ以後、1918（大正 7）年に大学令が制定されるまでは、帝国大学

以外に大学はなく、大学院も各帝国大学にのみ置かれていたが、大学令の制

定によって、帝国大学以外に、公立や私立の大学が設置されるようになり、

これらの大学にも大学院が置かれるようになった。 

 また、1918 年の大学令は、大学院および分科大学からなるとされていた大

学の構成にも変更が加えられ、大学院に関する規定が大幅に改められた。す

なわち、大学の法制上の構成単位は学部であり、大学院はこれと並列する機

関ではなくなったこと、大学院は実質的に独立の機関でなく、学部研究科の

総合体に冠せられる名称となったのである。この大学令では、研究科に関し

ては以上のほか、入学資格を規定したにとどまり、その他の細部については、

各大学の定めるところとなった。修業年限についてもとくに定められていな

かったが、1920 年の学位令において、学位論文の提出にあたり、研究科にお

いて 2 年以上研究に従事することが求められたことから、各大学の学則にお

いては 2 年以上と定めるられることになった。 

 帝国大学令は、大学院を学部から独立の機関として定めていたが、大学院

の研究指導は「当該分科大学」の教官に任されており、事実上大学院は分科

大学と切りはなすことのできないものとなっていた。それゆえ、1918 年の大

学令が大学院を研究科の総合体と定めたことは、実質に即した改正であった。

この改正以後、帝国大学の学部と大学院の関係については、戦後までほとん

ど変更されなかった。 
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 戦前の大学院では、大学院学生は学部に分属して、指導教官の指導下に研

究に従事することとなっていたが、学部には大学院のための講義も演習も一

般には開設されておらず、大学院にも独自のカリキュラムはなかった。した

がって帝国大学令下の大学院は、1 個の研究機関として独自の研究活動を行

うというよりも、むしろ、研究を継続したいと希望する学生が、指導教官の

指導下に各自の研究を進める場所と考えられていたのであり、学位取得希望

者ないし学問研究者の養成機関としての側面を強くもっていた。 

 戦後、旧制大学は、1954（昭和 29）年 3 月に一部少数の旧制学生が出る

とともになくなったが、旧制の大学院は、1953（昭和 28）年 8 月 17 日の文

部省令第 20 号「従前の規定による大学の研究科の存続年限に関する省令」

によって、新制度発足後も経過措置として、1959 年 3 月 31 日まで、医学関

係は翌 1960 年 3 月 31 日まで存続することになり、さらに 1956（昭和 31）

年 6 月 23 日の文部省令第 19 号によって、医学・歯学関係を除いて、1962

年 3 月 31 日まで存続した。 

 

大学院研究奨学生 

 文部省は、太平洋戦争の激化に伴い、戦時体制に即応しながら、人材を選

んで大学に残し、学術研究の維持発展をはかるため、1943（昭和 18）年 10

月に大学院特別研究生制度を創始したが、1946 年に省令が改正されて研究事

項から陸海軍に関するものが削除され、併せて特別研究生の管轄を文部大臣

から各大学の総長・学長の直轄下におくことに改正された。また、インフレ

の高進のため、給費額を倍増し、研究に支障のない範囲での兼職を許可した。

さらに 1949 年 1 月からは月額を「同等年次の家族一名をもつ助手の手取額

をほぼ基準」として算定し、第 1 期生 5800 円、第 2 期生 7500 円を支給す

ることにした。 

 ところが、1949 年度の第 1 期生は、採用定員を従来の 66%におさえ、全

体で 310 名を入学させることになった。しかも、そのうちの半数は日本育英
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会の奨学金をもってあて、残りの半数も従来の定員の欠員を補充するという

方法をとった。これは特別研究生制度の事実上の廃止であり、大学院特別研

究生の制度が、日本育英会の業務に移管されたことを意味していた。採用定

員 310 名のうち 153 名を欠員補充として採用し、日本育英会の奨学金で採用

する者は 157 名であった。育英会の奨学金は、給費でなく貸費であり、同期

生の中に給費生と貸費生の二本立てがとられた。育英会はこれを「特別研究

奨学生」と称し、1951 年度からは「大学院研究奨学生」と改めた。 

 1948 年以前に入学した特研生は第 2 期を修了するまで、文部省の特研生

予算を給費されたが、1949 年入学生のうち給費生であっても第 2 期生に進

学した者、または 1950 年度以降の第 1 期生はすべて育英会の奨学金を貸費

された。また、1950 年度以降は育英会で予算化し、従来の定員を復活した。

九州大学の場合も第 1 期生の定員は 58 名に、第 2 期生は 29 名と旧に復した。

こうして特別研究生制度は日本育英会の奨学生に編入され、学資も給費から

貸費に改められて、旧制大学院制度の解消に伴って廃止されることになり、

医学部の 1957 年 4 月を最後に新規採用を中止し、1958 年 3 月をもって運営

を終わった。 

 

新制大学院の設置 

 戦前の「大学令」には、とくに大学院の目的を示した条項はなかったが、

戦後の「学校教育法」では、その第 65 条において、「大学院は、学術の理論

及び応用を教授研究し、その深奥を究めて、文化の進展に寄与することを目

的とする」と定められ、大学院は学部の単なる延長としてではなく、それ自

身の独自の地位と使命をもつ制度として発足した。 

 新教育制度による大学院については、1949（昭和 24）年 4 月に大学基準

協会で「大学院基準」を決定し、文部省の諮問機関である大学設置審議会も、

1950 年 2 月これを「大学院設置基準」として採択した。これによって私立

大学では 1950 年から大学院が設置されはじめたが、国立大学の大学院設置
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については、文部省は、とりあえず学部・学科および諸施設の充実した大学

にこれを設け、その門戸は広く全国の大学卒業者に開かれるべきであるとし

た。新制大学院は、研究科をもって構成され、数個の研究科を置くことを常

例としたが、特別の必要がある場合は 1 個の研究科をもって大学院をつくる

ことができるとし、修士の学位を与える課程と博士の学位を与える課程とに

分けられた。 

 九州大学では、1952 年 1 月 26 日の学部長会議で各学部長および各学部教

授 1 名からなる大学院開設準備委員会が設けられ、前後十数回にわたって大

学院の設置について協議を重ねた。文部省からは大学院の施設は現存する施

設を活用し、新設は認めないという内示があり、さらに大学院設置要綱も幾

度か変わり、最終決定をみたのは 1952 年 10 月末であった。そして同年 11

月末、膨大な資料とともに「九州大学大学院設置認可申請書」が文部省に提

出された。設置認可申請書は、大学審査会の分科審査委員会で審査が行われ、

翌 1953 年 2 月には、大学院設置審査会第三部会の来学実地調査が行われた。

そして、3 月 16 日の大学設置審議総会で最終決定が行われ、九州大学の大学

院は一部条件付きで可決された。 

 1953（昭和 28）年 3 月 26 日、法律第 25 号によって「国立学校設置法」

の一部が改正され、4 月 1 日より、北海道、東北、東京、東京教育、東京工

業、一橋、名古屋、京都、大阪、神戸、広島、九州の 12 の大学に新制度に

よる大学院が設置された。旧帝国大学の全部と、課程の都合で 2 年設置が遅

れる医科を除いた旧官立単科大学である。3 月 31 日には、「国立大学の大学

院に置く研究科の名称及び課程を定める政令」（政令第 51 号）が公布され、

九州大学の大学院には、文学研究科、教育学研究科、法学研究科、経済学研

究科、理学研究科、薬学研究科、工学研究科、農学研究科の 8 研究科が設置

されることになった（資料編Ⅱ－396、pp.134-135）。 

 ところで文部省は、国立大学の大学院の設置にあたっては既存の施設をこ

れにあてる方針で、事務費・施設費・研究費については何らの予算措置も講
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じられず、学生経費として各学部学生経費の 1.5 倍が計上されているにすぎ

なかった。大学院の事務経費は学部負担であり、大学院の講師を依頼するに

しても学部の兼任講師のかたちで依頼しなければならなかった。このように、

新制大学院の運営の基礎になるものは、そのほとんどすべてを学部に依存し

ていたのである。 

 

新制九州大学大学院 

 新制大学院の認可を得た九州大学は、ただちに受け入れ態勢をととのえ、

選考を始めた。第 1 回大学院修士課程入学試験は、筆答・口頭の試問が実施

され、志願者のおよそ 3 分の 2 にあたる 184 名が入学を許可された。出身大

学は、関東・北陸・中部・関西・山陰・中国・四国・九州の国立 17 大学、

公私立 6 大学、あわせて 23 大学におよんだ。1953（昭和 28）年 5 月 6 日、

新制九州大学大学院修士課程の第 1 回入学式が行われた。 

 5 月 13 日には文部省告示第 41 号によって、大学院の研究科に置く専攻の

名称および課程が定められた。九州大学には、文学研究科、教育学研究科、

法学研究科、経済学研究科、理学研究科、薬学研究科、工学研究科、農学研

究科が置かれ、文学研究科には哲学・哲学史、社会学、心理学、中国学、史

学、国語学・国文学、英文学、仏文学、独文学の 8 専攻、教育学研究科には

教育学、教育心理学の 2 専攻、法学研究科には社会法学、私法学の 2 専攻、

経済学研究科には経済学の 1 専攻、理学研究科には物理学、化学、地質学、

数学、生物学の 5 専攻、薬学研究科には薬学の 1 専攻、工学研究科には土木

工学、機械工学、電気工学、応用化学、鉱山工学、冶金学、造船学、応用力

学、応用物理学の 9 専攻、農学研究科には農学、農芸化学、林業学、林産学、

水産学、農業工学、畜産学、農政経済学の 8 専攻が置かれた。あわせて 8 研

究科 37 専攻である。このうち文学研究科の仏文学専攻と独文学専攻だけが

修士課程のみで、その他はすべて修士課程と博士課程の両課程が置かれてい

た。 
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 1954（昭和 29）年 3 月 31 日、法律第 19 号によって、医学または歯学の

学部における修業年限は2年の進学課程と4年の専門課程の6年と規定され、

医学部の修業年限は、他の学部より 2 年長くなった。医学部医学科の大学院

は、修士課程抜きの博士課程 4 年となり、大学院の設置は 2 年遅れて、1955

年に医学研究科が開設された。 

 九州大学の大学院は、その後 1955 年に、文学研究科に独文学専攻、仏文

学専攻の各博士課程、法学研究科に公法（政治を含む）学専攻の修士・博士

両課程が置かれ、医学研究科に生理系、病理系、社会医学系、内科系、外科

系の各博士課程が置かれた。工学部はその後、建築学科（1954 年 4 月）、合

成化学科（1957 年 4 月）の新設に伴い、建築学専攻、合成化学専攻の修士・

博士両課程を置いた。この段階で九州大学の大学院は 9 研究科 45 専攻とな

った。定員は修士課程が 1 学年 373 名で総定員 746 名、博士課程が 1 学年

236 名で総定員 768 名となっており、合計総定員は 1515 名であった。 

 大学院の管理運営に関する機構としては、大学院委員会・大学院研究科委

員会・大学院専門別部会などが設けられ、これらの規程（「大学院委員会規程」

「大学院研究科委員会規程」「大学院専門別部会規程」）は「九州大学大学院

学則」（資料編Ⅱ－399、pp.150-171）とともに 6 月 30 日の評議会で決定し、

4 月 1 日から施行された。大学院委員会は総長、研究科長、各研究科の指導

教官をもって組織し、総長が委員長となり、大学院に関する制規、企画、管

理運営および各研究科間の連絡統一に関する事項、専攻課程の設置廃止に関

する事項等について調査審議を行った（資料編Ⅱ－400、pp.171-172）。大学

院研究科委員会は、当該大学院の指導教官である教授・助教授・講師をもっ

て組織し、大学院教官の選考に関する事項、研究科の学科課程に関する事項

等について調査審議を行った（資料編Ⅱ－401、pp.172-173）。大学院専門別

部会は、人文科学、社会科学、数学、物理学、化学、地学、生物学の各部会

をもって編成し、各部会はそれぞれ所属の教官をもって組織し、大学院の授

業ならびに研究指導のための連絡調整に関する事項、協同研究に関する事項
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等について調査審議を行った（資料編Ⅱ－402、pp.173-174）。大学院の委員

会として専門別部会が設置された背景には、旧制大学院においては他研究科

との協同研究がとかく阻害されがちであったということに対する反省があっ

た。 

 新制大学院の設置に関係して注目すべきことは、講座制が復活したことで

ある。講座制は 1893（明治 26）年以来帝国大学の骨格をなし、大学の拡充

は講座の増設を中心として実現されてきた。それが 1949（昭和 24）年の国

立学校設置法の制定によって廃止され、学部と教職員が優先的に定められる

ようになった。しかし、1954（昭和 29）年 9 月 7 日、文部省令第 23 号によ

って「国立大学の講座に関する省令」が定められ、「大学院に置かれる研究科

の基礎となるもの」として、国立大学の学部に置かれる講座の種類およびそ

の数が定められることになったのである。旧帝国大学の骨格をなした講座制

は新制大学の発足とともに法的根拠を失ったていたが、1954 年に復活した各

学部の講座は、大学院に置かれる研究科の基礎となるものとされたのであり、

大学院のためにあらためて講座制が布かれることになったのである。このと

き九州大学には文学部 20 講座、教育学部 8 講座、法学部 17 講座、経済学部

10 講座、理学部 27 講座、医学部（薬学のみ）7 講座、工学部 51 講座、農学

部 35 講座、合計 175 講座が置かれることになった。 

 
（2）新制学位制度 
 
新制学位 

 新制大学院の発足にあたって政府は、大学設置審議会の答申にもとづき、

1953（昭和 28）年 4 月に「学位規則」（文部省令第 9 号）を定めた。学位は

博士および修士とし、博士の学位は「独創的研究によって新領域を開拓し、

学術水準を高め文化の進展に寄与するとともに、専攻の学問分野について研

究を指導する能力を有するもの」に授与され、修士の学位は「広い視野に立
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って、専攻の学問分野について、精深な学識と精深な研究をする能力とを有

する者に授与」されることとなった。そして、博士は、大学院に 4 年以上在

学して所定の単位を修得し、当該大学院の行う博士論文の審査 および試験

に合格した者に授与されることになり、博士論文の審査および試験に合格し

た者と同等以上の学力があると認められた者にも授与することができるとさ

れた。また、修士は、大学院に 2 年以上在学して所定の単位を修得し、当該

大学院の行う修士論文の審査および試験に合格した者に授与された。旧学位

制度との大きな相違点は、学位の種類として博士のほかに修士が加えられた

ことであった。従来、学位は「学位令」（大正 9 年勅令第 200 号）によって

博士だけであり、大学院で学んだ者も、独学の者も、すべて論文を提出して

学位を請求し、これを大学が審査決定して、文部大臣の認可を受けることに

なっていた。新制の「学位規則」はこの制度に代わるもので、アメリカのマ

スター・オブ・アーツ、ドクター・オブ・フィロソフィーの模倣であった。

新制大学院発足の当初は、所定の単位を修得しなければならないので、この

制度を積極的に評価する者もあったが、長期間の経済的負担や、大学院の課

程を終えれば自動的に学位が与えられるというので、日本の学術の水準の低

下をきたすのではないかとの否定的な評価をするものもかなり多くあった。

新制の学位の授与は、修士については 1951 年度から、博士については 1957

年度から行われた。 

 

九州大学の学位規則 

 1955（昭和 30）年 3 月 29 日、九州大学大学院修士課程の第 1 回修了式が

挙行され、137 人に修士の学位記が与えられた。1958 年には、新制大学院の

最初の博士課程単位修得者が出ることになり、九州大学では、その前年の

1957 年に、大学院小委員会で「九州大学学位規則」の起草が行われ、同年

11 月 19 日の評議会において決定された（資料編Ⅱ－403、pp.174-177）。こ

の規則は博士の学位だけを対象とするもので、修士については各研究科に一
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任されており、同日付で施行された。 

 この規則の制定によって、1921（大正 10）年 4 月に制定された旧制度の

「九州大学学位規程」は廃止されることになったが、旧制学位制度は、旧制

大学院制度とあわせて、経過措置として、医学関係は 1960（昭和 35）年 3

月 31 日まで、それ以外は 1962 年 3 月 31 日まで存続した。1921（大正 10）

年以来、九州大学が授与した旧制博士号は、文学博士 43 名・法学博士 61 名・

経済学博士 22 名・理学博士 208 名・医学博士 5310 名・工学博士 407 名・

農学博士 541 名の合計 6592 名であった。 

 1958（昭和 33）年 3 月 26 日、九州大学で最初に新制博士号を授与された

者は理学博士 2 名・薬学博士 3 名・工学博士 2 名・農学博士 1 名であった。 

 その後、1962 年 5 月 8 日の評議会において、「九州大学学位規則の運用に

関する申し合わせ」の一部改正が行われた。これは、学位規則では所定の年

限在学し、所定の単位を取得して退学した者が再入学することなく論文を提

出するときは、理屈からいえば論文博士として扱うべきであるが、大学とし

てはせっかく所定の期間在学し、所定の単位を修得したのであるから、少な

くとも退学後 3 年ないし 5 年間は課程博士の学位を与えたいとして、文部省

と折衝を重ねていた。しかし、大学側と文部省の意見は一致せず、結局 7 大

学は総長会議の申し合わせにしたがって処置することになり、九州大学では

1959 年 10 月 13 日の評議会で、「大学院において所定の年限在学し、所定の

単位を修得して退学した者が退学した日から五年以内に論文を提出して審査

に合格したときは、課程博士の学位を授与する」ことを申し合わせていた。

しかし、その後他の 6 大学の状況を調査したところ、九州大学以外はほとん

どこの期間を 3 年としており、九州大学も歩調をそろえる必要があったこと

から、各研究科において検討を行った結果、「五年」を「三年」に改め、1963

年度の博士課程進入学者から適用することになったのである。 

 


